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協会けんぽ肝炎ウイルス検査促進と陽性者の受診行動 
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研究要旨：平成 14 年から老人保健事業、平成 20 年からは健康増進事業等で、自治体

主導の健診（基本/特定）時に行われる肝炎ウイルス検診等の取り組みにより、国民の

半数が肝炎ウイルス検査を受検したと推測される一方で、本検診受検者は国民保健加

入者で占められており、全国健康保険協会（協会けんぽ）や健保組合の被保険者＝職

域における肝炎ウイルス検査が進んでいない現状がある。約 3000 万人が加入する我が

国最大の保険者である協会けんぽでは、612 円（消費税増加による現在は 624 円）の自

己負担(協会けんぽが約 1400 円を負担)で肝炎ウイルス検査を受診可能な option を有

するも、その受検率は年 1%前後であった。先行研究では、受検申込書も文字数が多い

事に着目し、文字数を 1/3 減少し、一部負担で受検できることを明瞭化した簡易申込

書を作成、運輸業 S 事業所で検診者本人に配布、さらに無料検査群を加えて比較検討

したところ、受検率は 21%→37%→85%と有意に上昇した。簡易リーフレットを用いた個

別勧奨のよる「ついで」効果と無料化の有効性を確認しており、本研究ではその有用

性を全国展開することを目的に、協会けんぽ F 支部約 40万、S 支部 20 万人に対して肝

炎ウイルス検査の受診勧奨を行った。 

A. 研究目的 

ウイルス肝炎はわが国の国民病と位置づ

けされ、約 350 万人のキャリアが存在する

と推定されている。平成 14 年度から行われ

た老人保健法（現在健康増進法）で主に国

民保険加入者を対象者として開始された市

町村主体の肝炎ウイルス検査受検率は約

20%に留まり、未だに約 77 万人が未受検、

更に約 53～120 万人が陽性と知りながら受

診していないと推測されている。一方で、

全国健康保険協会（協会けんぽ）や健保組

合＝職域における肝炎ウイルス検査が進ん

でいない現状がある。約 3000 万人が加入す

る我が国最大の保険者である協会けんぽで

は、612 円の自己負担(協会けんぽが約 1430

円を負担)で肝炎ウイルス検査を受診可能

な option を有するも、その受検率は年 1%

前後であった。先行研究では、受検申込書

も文字数が多い事に着目し、簡易申込書を

作成（図 1）、運輸業 S 事業所で同リーフレ

ットを検診者本人に配布、さらに無料検査

群を加えて比較検討したところ、受検率は

21%→37%→85%と有意に 上昇、簡易リーフ

レットを用いた個別勧奨のよる「ついで」

効果と無料化の有効性を確認した。無料の

受検者数が最も多いが cost的には一部負担

と Nudge を用いた受検票が良いと報告され

て お り （ Fukuyoshi J, Korenaga M et 

al.Environ Health Prev Med. 2021） 

 
図 1: Nudge を用いた受検申込書 
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本研究ではその有用性を明らかにするた

め、協会けんぽ F 支部約 40 万、S支部約 20

万に対して肝炎ウイルス検査の受診勧奨を

行った。更に陽性者の受診行動調査を行う

ことで健診事後の問題点を抽出することを

目的とする。 

 

B. 研究方法 

健診医療機関に、個人に郵送する健診案

内に研究班作成の簡易受検申込書（2040 円

の検査費用が 612 円で受検できることを強

調→平成 30 年 10 月から消費税で値上げ、

2079 円が 624 円に）を同封し、受検数（率）、

陽性者（率）数、専門医療機関受診の有無

を解析した。 

 

C. 研究結果 

1. 受検率（F 支部） 

 
F 支部では約 40 万人が年間受検する生活習

慣病予防検診（被保険者対象）時に同様に

簡易リーフレットを個別に配布したところ、

受検数は約 10 倍に上昇し、以後 3 年間その

効果を継続し、約 11 万人を受検した。 

（上図） 

 

2. 受検率（S 支部） 

S 支部では約 20 万人が年間受検する生活習

慣病予防検診（被保険者対象）時に同様に

簡易リーフレットを個別に配布したところ、

受検数は約 7 倍に上昇し、F 支部同様にその

効果は持続し約 4 万人が受検した。（下図） 

 

 

3. 受検率（T 支部） 

T 支部でも 2020 年から開始 約 2 倍に肝炎

ウイル検査数が増加した。（下図）

 

 

4. 受検率(その他の支部) 

Nudge を用いた受検勧奨方法は全支部へ広

がり、10 支部で使用され、協会けんぽの肝

炎ウイルス検査数は V 字回復した。（下図） 
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またゆるキャラ等を使用した地域では検査

数が低下しており、改めてナッジを利用す

ることの重要性が確認された。（下図） 

  
 

この結果を受けて、協会けんぽ本部も研究

班同様な申込書を作成（下図）し 2020 年度

から全国で使用を開始した。 

 

その一方で、上図右を使用しても変更しな

い地域も多く 赤い受検票は効果がないと

考えられた（下図） 

 

 

 

F 支部における C 型肝炎ウイルス陽性数・陽

性率（図２）・受診状況(図３) 

F支部では 2017年～2018年の陽性者 338名

を年代別に解析した(図２)。 

職域の健康診断は、40 歳、50 歳代で 60%以

上を占め、自治体主導の肝炎ウイルス検診

よりも若年であり、全体の HCV 陽性率は

0.36%に留まるが、50 歳以上は高く、50 歳

代と 60歳代と比較しても前者の方の陽性率

が高かった。

 図２ 2017,2018 年代別 HCV 陽性者 

陽性結果後 3 ヶ月目にレセプトにて HCVRNA

測定、腹部超音波検査施行有無により医療

機関受診を判断し、非受診者には専門医リ

スト、医療費助成の詳細が記載されたリー

フレット送付し、6 か月後に受診を確認した

ところ、検査結果のみで受診する陽性者は

25％、勧奨後受診者は 45%であった。受診者

の 33%に抗ウイルス剤が使用される一方で、 

肝がんにて 2 名が手術を受けていたことが

明らかになった。(図３) 

 

図３ レセプト解析可能であった陽性者

の医療機関受診状況 
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S 支部における肝炎ウイルス陽性数・陽性

率・受診状況（下図） 

 
S 支部でも 40 代、50 代の健診数が 60%を  

超えており、F 支部より陽性率は低率であっ

た。受診状況は F 支部同様にレセプトを用

いて解析・再勧奨をしたところ、HCV は 70%

受診していることが明らかとなった。 

 

D. 考察 

1. Nudge の効果（Fukuyoshi J, Korenaga   

M et al.Environ Health Prev Med. 2021） 

介入後は著明に増加、2 年目にも低下する 

もその効果は継続し、介入前より受検率は 

高い。 

2. 陽性者の follow up システム 

保険者がレセプトを使用することで、真の

精密検査受検者が明らかになること、また

非受診者に対してのみ受検勧奨が可能とな

り、効率的且つ個人情報も担保されたシス

テムであることが明らかになった。 

健診結果送付後も非受診者に積極的な受診

勧奨＝保健指導が必要であるが、現在受診

勧奨を行っているのは F/S 支部以外では 3

支部に留まることが課題である。 

3. 受検票について 

現在 11支部で Nudgeを応用した受検申込書

を使用し、協会けんぽ本部から研究班へ受

検票使用依頼があり、改訂された受検申込

書が全支部に 2020年度から展開されており、

今後は多くの施設で本部使用版に変更され

ていくと思われる一方で、受検率が上昇す

るかは更なる解析が必要である。 

E. 結論 

加入者が我が国で最大の保険者である協

会けんぽでは、612(624)円で検査可能であ

る一方で、その受検率は 1～3%に留まる。 

Nudge を応用した簡易申込書を用いて受

検勧奨することが、職域肝炎検査促進に有

効であり、費用対効果にも優れている。更

に、経年的に継続してもその効果は持続し

ており、本受検票を個別に健診受検者に送

付することが、多くの人が肝炎ウイルス検

査を受ける機会を効率的に提供できると考

えられる。 

更にレセプトを使用することで、非受診

者のみに受診勧奨可能となるが、今後は多

くの支部で健診結果の受診確認に取り組む

ことが（現在 5 支部のみ）、陽性者の早期発

見、肝がん抑止に繋がると考えられた。更

に組合健保での陽性者の受診行動の解析も

開始しており、来年度論文化予定である。

（下図） 

 
 

F. 政策提言および実務活動 

＜政策提言＞ 

厚生労働科学研究費・肝炎等克服政策研

究事業「職域等も含めた肝炎ウイルス検査

受検率向上と陽性者の効率的なフォローア

ップシステムの開発・実用化に向けた研究」

代表(H29-R1)、「効率的な肝炎ウイルス検査

陽性者フォローアップシステムの構築」代

表(H26-H28)として研究活動を行い、その成

果として 2021 年 1 月 15 日に開催された第

25 回肝炎対策推進協議会で 上記の成果の

一部を報告した。 
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＜研究活動に関連した実務活動＞ 

上記の研究班活動に加えて、国立国際医

療研究センター肝炎・免疫研究センター 

肝炎情報センター 肝疾患研修室長として、

厚労省肝炎対策推進室、全国肝疾患診療連

携拠点病院と連携し、肝炎に関する総合的

な施策の推進活動に携わっている。 
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